
【一般会計補正予算（第６号）の概要】

（１）一般会計補正予算（第６号）の規模

《参考：令和６年度12月補正後予算額　40,967,047千円》

（２）補正予算の事業内容

　　●物価高騰対策事業 （単位：千円）

【新規事業】

（0）

329,600

事 業 概 要

物価高の影響を受けている子育て世帯への支援
として、0歳から高校生年代までの児童1人あた
り2万円の物価高対応子育て応援手当を支給する
もの

・物価高対応子育て応援手当　　180,000千円
・手当の支給に係る事務費　　　　3,603千円

　　　　　　　　　　　　【繰越明許費設定】

物価高騰の影響を受けている生活者や事業者へ
の支援として、全市民に5千円の商品券を給付す
るもの

・商品券配送業務等委託料　    19,600千円
・商品券換金業務委託料　 　  307,000千円
・その他事務費  　　　　   　　3,000千円

　　　　　　　　　　　　【繰越明許費設定】

(現予算額)
補正額

【新規事業】

（0）

183,603

事 業 名
【所管課】

事 業 費 等

特定財源
補正額

1
国庫支出金

183,603

物価高対応
子育て応援手当給付事業

【福祉保健部
　　　　　こども家庭相談室】

2

物価高騰対応
給付型商品券発行事業

【農林商工部 商工労政課】

国庫支出金

329,600

令和７年度12月補正【追加分】予算の概要

国の総合経済対策に伴い、物価高騰の影響を受けた生活者等に対する支援とし

て、子育て応援手当の支給を行うほか、給付型商品券の配布やプレミアム付き

電子商品券の発行、水道料金の負担軽減に係る費用の追加を行うもの。

第４号 第５号 第６号 計

42,487,638 1,417,026 △ 73,244 855,156 2,198,938 44,686,576

現予算
（12月補正前）

12　月　補　正
補正後予算

○財源内訳

国庫支出金 634,856
物価高対応子育て応援手当等補助金　　　　　　　183,603千円
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　451,253千円

県支出金 220,300 物価高騰対応プレミアム商品券支援事業費補助金 220,300千円

1



国庫支出金

4

物価高騰対応
水道料金負担軽減事業
（水道事業会計繰出金）

【市民環境部　環境課】

事 業 名
【所管課】 (現予算額)

補正額
特定財源
補正額

3

物価高騰対応
プレミアム電子商品券発行事業

【農林商工部　商工労政課】

1,353

【新規事業】

物価高騰の影響を受けている生活者や事業者へ
の支援として実施予定の水道料金の負担軽減に
係る繰り出しを行うもの

・水道事業会計補助金（物価高騰対応分）
　　　　　　　　　　　　　　　1,353千円

【新規事業】

1,353

（0） 国庫支出金

物価高騰の影響を受けている生活者や事業者へ
の支援として、プレミアム電子商品券（販売金
額10億円、プレミアム分3億円）を発行するもの

・ひたpayアプリシステム運用業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　 336,494千円
・サポート窓口開設業務委託料　 2,228千円
・その他事務費　　　　　　　 　1,878千円

　　　　　　　　　　　　【繰越明許費設定】

220,300

事 業 費 等

事 業 概 要

120,300
県支出金

（0）

340,600

【水道事業（公営企業）会計補正予算（第１号）の概要】

（単位：千円）

当初予算 現予算 第１号 補正後予算

収入 1,306,332 1,306,332 1,353 1,307,685

支出 1,247,003 1,247,003 1,353 1,248,356

≪収益的収入の補正の内訳≫

　他会計補助金　 1,353千円

≪収益的支出の補正の内訳≫

　システム改修委託料 1,353千円

　
物価高騰対応水道料金負担軽減事業
　
　物価高騰の影響を受けている生活者や事業者への支援として実施予定の「水道料金のう
ち、基本料金の無償化（令和8年4月から9月請求分）」のために必要となる料金システム
の改修を行うもの

区分

収益的収支

2


